西粟倉村カーボン・マネジメント強化事業支援業務
仕様書
１　業務名　西粟倉村カーボン・マネジメント強化事業支援業務
２　履行期間　契約締結日から平成30年2月9日（金）まで
３　納入場所　西粟倉村産業観光課
（岡山県英田郡西粟倉村大字影石2番地）
４　業務目的
西粟倉村は平成25年度に「環境モデル都市」、平成26年度に「バイオマス産業都市」に選定され、再生可能エネルギー導入による施設の省エネ化と低炭素化を進めてきたところである。二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金のうち地方公共団体カーボン・マネジメント事業（以下「カーボン・マネジメント事業」という。）は、地球温暖化対策の推進に関する法律第21条の規定に基づく地方公共団体実行計画（事務事業編）（以下「事務事業編」という。）の策定・改定作業や、同計画に基づく取組の大胆な強化・拡充を促し、取組の企画・実行・評価・改善のための体制整備・強化に向けた調査・検討及び省エネルギー設備等の導入を行う事業に要する経費を補助することにより、それによって国の掲げる削減目標の達成に貢献し、低炭素社会の実現に資することを目的としている。西粟倉村においても、国の削減目標達成に貢献するため、村域の事務及び事業から排出される温室効果ガス排出量の現状、将来を推計し、目標達成に向けたカーボン・マネジメント体制を構築する必要がある。
本事業は、平成29年度カーボン・マネジメント事業の活用し、政府の「地球温暖化対策計画」（平成28年5月13日閣議決定）の目標値（2030年度までに2013年度比40%削減）と比べ遜色ない「西粟倉村地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」を策定するために必要なエネルギー消費実態の調査・分析、施設の調査、カーボン・マネジメント体制の構築に関する調査を行うものである。
５　業務名及び業務対象地域
（１）業務名
西粟倉村カーボン・マネジメント強化事業支援業務
（２）業務対象地域
西粟倉村
６　業務期間
委託契約の日から平成30年2月9日（金）までとする。
７　業務内容
（１）エネルギー消費実態の調査・分析
平成25年度（2013年度）を含む過年度のエネルギー消費量の分析を行い、施設分類ごとのエネルギー消費特性を整理する。
また、西粟倉村地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の対象となる施設について、毎年度温室効果ガス排出量を算定するための照会票を作成し、温室効果ガス排出量算定システムを構築する。温室効果ガス排出量の算定にあたり、環境省マニュアル及びガイドライン（下記記載）に順ずる方法で、温室効果ガス排出量を把握・分析する。
※環境省マニュアル及びガイドライン
「地方公共団体実行計画（事務事業編）策定・実施マニュアル（平成29年3月）」環境省 総合環境政策局 環境計画課
「温室効果ガス総排出量算定方法ガイドライン」（平成29年3月）
環境省 総合環境政策局 環境計画課
（２）施設の省エネ診断・アンケート調査
調査対象施設に対し、アンケート調査または省エネ診断調査を実施し、施設規模の適正化や省エネ化に向けた具体的な施策を検討し、新たに策定する事務事業編の削減目標設定根拠を明らかにする。
＜調査対象施設の名称及び用途（14施設）＞
西粟倉村役場（庁舎）
あわくら会館（体育館、図書館、会議室、放課後児童クラブ）
子ども館（0～3歳児　託児施設）
保健センター・診療所（庁舎、病院）
ゆうゆうハウス（デイサービス、社会福祉協議会事務所）
西粟倉中学校（学校）
西粟倉小学校（学校）
西粟倉幼稚園（幼稚園）
国民宿舎あわくら荘（観光施設（宿泊施設））
観光拠点施設あわくらんど（観光施設（道の駅））
あわくら旬の里（観光施設（道の駅））
交流の館・黄金泉（観光施設（温泉入浴施設））
下水処理場（下水処理）
簡易水道浄水場5カ所（水道）
　※アンケート調査7施設、省エネ診断調査7施設を想定
（３）カーボン・マネジメント体制の構築に関する調査
環境モデル都市アクションプランの実施状況のレビューを行うとともに、「西粟倉村地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」に掲げる取組の企画・実行・評価・改善のための体制（カーボン・マネジメント体制）の構築に向けた調査を行う。
（４）地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の策定支援
上記（１）～（３）の調査をとりまとめるとともに、実行可能な削減目標案を作成するなど、「西粟倉村地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」の策定に係る支援を行う。
（５）業務報告書の作成
上記の調査結果をとりまとめ、報告書を作成する。
（６）打合せ協議
打合せ協議は初回、中間時、納品前の3回を基本として、適宜実施する。
７　その他
1． 調査結果報告書Ａ2版　2部
2． 調査検討資料の写し　一式
3． 打合せ記録簿等写し　一式
4． ア、イ及びその他の必要なデータを格納した電子媒体（DVD-R）1枚
5． その他村担当者が指定するもの
８　その他
（1） 受託者は、関係法令等に適合するよう関係機関と協議し、その指示に従うものとする。
（2） 受託者は、本業務に係る契約締結後、速やかに業務工程表を提出すること。
（3） 受託者は、発注者から提供を受けた個人情報を含む一切の情報を第三者に漏らしてはならない。
（4） 受託者は、本仕様書に示されていない事項が生じたときは、発注者とその都度協議すること。
以上
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